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要旨 

本稿は、石油由来の合成樹脂が、どのような製品に使用され、それらの製品が高度成長

期日本の社会をどのように変化させていったのかを明らかにする。従来の消費史におい

て、近代を対象とする研究が中心であった。本稿では「大衆消費社会」が到来したとされ

る高度成長期日本の消費実態に着目し、製品を需要する消費者の視点だけでなく、製品を

供給する企業ないし産業側の視点を意識することで、消費史的アプローチと産業史的アプ

ローチの接続を目指す。具体的な製品として、高度成長期に誕生した石油由来の合成樹脂

である高圧法ポリエチレン、中低圧法ポリエチレン、ポリスチレンに着目し、それらが使

用された製品がどのように社会を変革したのか、また使用実態は西洋と同様であったのか

という観点からまとめる。分析の結果、高圧法ポリエチレンは多くが食品包装に使用され

ており、「包装革命」を強力に後押ししていた。中低圧法ポリエチレンは高度成長期前半

にはゴミ容器として、後半にはコンテナーとして使用されていた。前者は「清掃革命」

の、後者は「流通革命」の一助となっていた。またポリスチレンは家電製品を中心に使用

されており、三種の神器及びカラーテレビにおいては徐々に重要な部品に用いられ、製品

の性能を向上させることで、「消費革命」を下支えしていた。このように合成樹脂は、当

時多発していた様々な革命と結びついていた。日本のこれらの合成樹脂の使用実態は西洋

と似通っていたものの、日本の伝統的な食品にも使用されるなど、日本独自の用途も確認

された。 
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本稿は、石油由来の合成樹脂が、どのような製品に使用され、それらの製品が高度成長期

日本の社会をどのように変化させていったのかを明らかにする。 

近代日本の消費に関する研究は、近年増加しつつある。『歴史のなかの消費者』では、執

筆当初には日本の消費に関する研究があまりなされていなかったとの認識から、着物、和漢

薬、郵便など様々な商品の使用に関する歴史を紐解いた（フランクス、ハンター編、（2016）。

そして満薗勇は、大衆消費社会の萌芽となる戦前期を対象に、茶や百貨店などを事例に、消

費者の欲求が新たな製品や流通のあり方にまで影響を与えていたことを指摘した（満薗、

（2014））。また中西聡と二谷智子は、近代における地方資産家層の膨大な家計資料を読み

込むことで、地方資産家が地域社会に与えた影響や、地方資産家の地域社会に規定されてい

た生活環境の実態を明らかにした（中西、二谷、（2018））。 

 しかし現代を対象とする研究は、意外と少ないのではないか。特に現在から 50～60 年ほ

ど前の高度成長期日本において、学部レベルの日本経済史の代表的な教科書のひとつを紐

解けば、この時期に「大衆消費社会」ないし「消費革命」が起こったことが記述されている

（浜野潔ほか（2015）、286）。すなわち各個人の所得の上昇が個人支出へと結びつき、一般

大衆が必需品やぜいたく品をこれまで以上に購入するようになり、消費の喜びを享受する

ようになった。先の『歴史のなかの消費者』のなかでは、合計 11 個の題材を採り上げてい

るが、現代を対象としたものは炊飯器とゴルフにとどまる。河村徳士においても、満薗の研

究を多角的に検証するなかで「高度成長期、とりわけ安定成長期の分析においてこそ消費を

対象としてとりあげ、資本主義のあり方を議論する必要があると考えられる」と述べており

（河村（2020）、48-49）1、現代を対象とした消費に関する研究の必要性は、他の研究者と

も共通されている。もっとも河村は、「個性的な消費」が登場した安定成長期における分析

の必要性を強調するが、「横並びの画一的な消費から個性的なそれが生まれ始め」た（河村

（2020）、48）、と評する高度成長期の分析も必要であり、高度成長期の消費実態がその言

葉で言い表せられるのか深く掘り下げる視点が求められる。また河村は、ボードリヤールの

消費社会論に典型な言説分析では、経済史家が関心を寄せる資本主義の変化を明らかにす

ることは困難であるとし、産業史研究と消費史研究を接続する新たな方法論を通じて、時代

の全体像を理解する重要性を説いた（河村（2020）、48-49）。既存の消費史研究では、対象

とする製品と消費者との関係性が前提にあるが、産業史的なアプローチを加えることで、製

品を供給する側の視点を描くことができるのではないかと考えられる。すなわち生産側（産

業側）が製品を生産し、それが最終需要品として消費者に届くまでの過程全体を分析するこ

とで、どのように需要を開拓していったのか、また生産側が消費者の意見をどのように取り

入れていったのかといった点が明らかとなろう。 

 それでは高度成長期の消費実態を分析するにあたり、いかなる歴史的な特徴をおさえて

おくべきか。ひとつは急速な経済成長にあわせ大きく社会が変革した点であり、それ以前と

比較するとより現在的な生活様式が形成された時期だと理解できる。もうひとつは、その生

活様式は西洋化がこれまで以上に進展したことによりもたらされたということである。三



種の神器や 3C などはその典型であり、西洋に端を発した製品がこれまで以上に日本に普及

したということになる。つまり消費という製品レベルの分析にあたり、社会の変革性、西洋

との比較、という歴史的特徴を意識することで、製品が与えた影響がより鮮明になるのでは

ないか。 

 この 2 つの歴史的特徴を意識したうえで、具体的にはどの製品に着目すべきか。本稿で

は石油由来の合成樹脂に着目したい。1950 年代から 1960 年代の間に発生した石炭から石

油への移行を意味する、エネルギー革命を前提とする石油由来の合成樹脂は、高度成長期に

誕生した製品であった2。石油由来の合成樹脂は、現在に至るまで広範囲な製品に使用され

ているため、様々な製品の消費の歴史を明らかにすることにもつながり、当時の消費社会に

与えた影響も決して小さくない。どのような製品に石油由来の合成樹脂が使用され、それを

消費者が使用、消費することで、人々の生活様式ひいては社会が如何に変化したのかを問う

ことには十分意義があるといえよう。 

 石油由来の合成樹脂は、石油化学産業に区分させる製品である。石油化学製品の需要の太

宗を占めているのが、合成樹脂である（通商産業省化学工業局（1966）、4）3。石油化学産

業史においては、産業政策に関する研究蓄積が圧倒的に多く（橋本（2010）、平野（2016）、

長井（2020））、消費や最終需要品を意識した研究は管見の限りない。この意味で、本稿は石

油化学産業史としても重要な論点を提示できるであろう。 

 石油由来の合成樹脂の種類は非常に多い。そこで本稿では、五大汎用樹脂のなかでも高圧

法ポリエチレン、中低圧法ポリエチレン、ポリスチレンの使用実態を検討していきたい。ポ

リプロピレンは、ポリエチレンの兄弟樹脂と呼ばれ、用途が類似している可能性があること、

塩化ビニルは、高度成長を通して石油化学方式に移行するものの、当時は石炭由来の製品で

もあり、本稿で設定した石油由来の合成樹脂としての性質だけではないため、それらは別稿

に委ねたい。 

1 高圧法ポリエチレンについて 

（1） 高圧法ポリエチレンの生産概要 

 1958 年 3 月に住友化学は、愛媛県（新居浜）で高圧法ポリエチレンの生産を開始した。

1951 年から高圧法ポリエチレンは日本に輸入されており、商社や加工業者を中心に需要の

開拓が進められていた。また 1956 年からは、住友化学が本格的に市場開拓に乗り出したこ

ともあり、国産化が始まる前から輸入量は急増していた。1959 年 7 月からは、三菱油化が

三重県（四日市）で生産を開始したが、事前に市場が開拓されていたこともあり、両企業は

生産開始から設備をフル稼働する状況にあった（石油化学工業協会編（1971）、258）。 

 住友化学の社史には、同社の高圧法ポリエチレンの売行きは生産開始から上々で、輸入品

であった ICI 社の高圧法ポリエチレンと比較して引けをとらない品質であったので、徐々

に切り替えられとある。特にフィルム需要が好調で、軽量かつ水蒸気を通しにくいという物

性から菓子・漬物・果物の食品の保存用に、また稲や野菜などの促成栽培用に使用された（住

友化学工業（1981）、277-278）。三菱油化の社史にも、住友化学の社史同様に非常に好況で



あったことが記されている（三菱油化株式会社 30 周年記念事業委員会編（1988）、107）。

これらの企業は、高圧法ポリエチレンの生産開始によって莫大な利益を得た。 

 しかし順調な滑り出しを切った高圧法ポリエチレン市場には、新規参入を果たす企業が

多発し、高度成長期後半にもなると過当競争ともいうべき形相を呈するようになった。すな

わち、「高収入とはかけはなれたイメージの誘導品」となっていった（石油化学工業協会編

（1971）、259）。 

  

表 1 高度成長期における高圧法ポリエチレンの需要区分ごとの生産量と生産比率 

（単位：トン、カッコ内は％） 

  1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972 

フィルム 55600(73) 69000(63) 94848(58) 125006(58) 142109(48) 192381(44) 277752(50) 279683(45) 268496(38) 314003(37) 287909(32) 379417(36) 

加工紙 7600(10) 12000(11) 19844(12) 28077(13) 36313(12) 44768(10) 55077(10) 61474(10) 69990(10) 81907(10) 89429(10) 89605(9) 

電線被覆 5000(7) 5000(5) 6100(4) 10434(5) 16438(6) 20978(5) 27677(5) 36439(6) 47171(7) 53426(6) 54075(6) 59987(6) 

射出成型 3300(4) 7000(6) 13168(8) 17641(8) 22786(8) 29098(7) 39311(7) 42257(7) 56929(8) 56640(7) 56986(6) 59452(6) 

中空成形 - - - 6044(3) 7952(3) 9183(2) 15712(3) 16982(3) 23400(3) 22734(3) 24058(3) 25245(2) 

パイプ 500(1) 1000(1) 1620(1) 1598(1) 2206(1) 1985(0) 2843(1) 4343(1) 5388(1) 6316(1) 5510(1) 5799(1) 

繊維  - - - 114(0) 423(0) 139(0) 1366(0) 2141(0) 8707(1) 9900(1) 6684(1) 5318(1) 

その他 500(1) 600(1) - 6901(3) 3831(1) 4621(1) 9812(2) 30961(5) 67727(10) 74363(9) 93475(11) 107130(10) 

ビン類 3500(5) 3800(3) - - - - - - - - - - 

ビン類その他   - 28608(17) - - - - - - - - - 

輸出 - 11300(10) - 19734(9) 62683 129225 130074 142427(23) 162993(23) 228751(27) 268099(30) 310725(30) 

合計 76000 109700 164188 215549 294741 432378 559624 616707 710801 848040 886225 1042678 

注）『化学工業統計年報』には 1973 年以降のデータは記されていなかった。 

出典）『化学工業統計年報』各年より作成。 

 

高度成長期における高圧法ポリエチレンの需要区分ごとの生産量と生産比率は表 1 のと

おりである。この図は、政府統計である『化学工業統計年報』を使用して作成した。これま

で社史や団体史で確認してきたように、政府統計からも圧倒的にフィルム需要が高いこと

がわかる。1961 年に全体の 73％を占めていたフィルムの生産比率は、1965 年には 48 パー

セント、1972 年には 36％と年を追うごとに低下傾向にあるが、高度成長期を通して輸出が

急増したからで、フィルムの生産量自体は右肩上がりであった。これ以上の詳細な需要区分

内の需要先に接近することは困難だが、1969 年の業界誌には、「フィルム分野でのおもな需

要構造は、軽包装用が約 60％、農業用、重袋用がそれぞれ約 15％である」と記されている

4。1965 年の別の業界誌には、高圧法ポリエチレンで生産されたフィルムのうち 1959 年の

軽包装の生産量は 19852 トンで全体に占める割合は 76％、1960 年に 27842 トン（70％）、



1961 年 39273 トン（70％）、1962 年 51434 トン（70％）、1963 年 62634 トン（64％）、1964

年 79179 トン（64％）と記されており5、区分として「軽包装 食品包装その他」とあるこ

とから、食品包装の用途が中心であったと推察される。以降の統計は不明だが、食品産業自

体は急成長を続けていたことから、それらに使用されるフィルムの需要も拡大していたと

考えられる。そこで以下では、食品に使用されていた高圧法ポリエチレンフィルムの歴史に

光を当てたい。 

（2） 高圧法ポリエチレンフィルムとラーメン 

食品用ポリエチレンフィルムは静かに、当たり前に日本の生活に浸透することとなった。 

前述のとおり住友化学は、1958 年 3 月より高圧法ポリエチレンの生産を開始した。その約

一年後となる 1959 年 5 月 19 日付の『朝日新聞』では、「ちかごろは、お菓子類、肉製品か

ら、つくだ煮、つけもの、野菜までの食品のポリエチレンの袋入が多くなりました。見た目

にきれいで、中身がよく分り、丈夫なうえ、水が出ないなど、もちはこびには、とく重宝し

ます」としながらも、衛生状態への懸念から生産業者に問い合わせをしたことを記事として

いる6。 

 三井化学は、袋の生産過程で袋の内側は 160 度ほどの熱にあたるため消毒はできている

こと、また食品生産メーカーは食品自身に菌が付く場合があるため十分注意することを伝

えている。また続いて記事では、家事研究家がポリエチレン袋を衣食住に活用する方法を紹

介している。高圧法ポリエチレンの国産開始から一年後には、すでに日本社会にフィルムが

根差し始めたことを表しているといえる。 

 食品包装への樹脂の利用について日本の石油化学企業は、アメリカでの使用実態に着目

した。アメリカでは主にポリプロピレンが食品包装に使用されていたが、その一因は価格が

安いことにあった。日本では食品包装に主にセロファンが使用されていたが、アメリカでは

セロファンは生産企業が少なく、ポリプロピレンの 2～3 倍高かった。日本ではセロファン

は安価であったので、このセロファンに高圧法ポリエチレンをラミネートしたポリエチレ

ンセロファン（以下ポリセロ）が、食品フィルムとしての用途を拡大していった7。高圧法

ポリエチレンはポリセロとして、数多の食品包装に使用されたが、特に急成長を遂げた製品

として、インスタントラーメンを挙げることができる。 

 

図 1 当時発売されていたチキンラーメン 



 

出典）日清食品株式会社社史編纂室編（1992）、59 より引用。 

 

 世界初のインスタントラーメンであるチキンラーメンを 1958 年に開発した日清食品は、

その包装にポリセロフィルムを用いた最初の会社であった。それ以前に使用されていた主

流の軽包装は、防湿セロハンであった。防湿セロハンは、木材を原料とするセロハンに、ポ

リビニルアルコールをコーティングすることで生産される。防湿性や耐油性に優れている

一方、温度や湿度の変化に伴い袋が伸縮し、破れやすくなるといった弱点があった。そこで

同社の社長であった安藤百福は、ポリセロの採用に踏み切った。ポリセロはセロハンの弱点

を克服できることに加え、見た目の美しさや開封性も優れていた（日清食品株式会社社史編

纂室編（1992）、56-58）。このように物性かつ利便性という点で、これまでの軽包装より優

れていたポリセロを中心に、高圧法ポリエチエチレンは需要を拡大していった。 

（2） 高圧法ポリエチレンフィルムと味噌 

 石油化学企業は、量り売り商品である「砂糖、みそ、つけ物、つくだ煮類菓子」などにも

目を向けた。高圧法ポリエチレンが使用される以前のこれらの製品は、食品メーカーから

「大袋または 5 ガロンカンなどに詰められて、問屋を経由して小売店まで運ばれ、小売店

頭においてそれぞれ必要に応じて量り売り」されてきた。食品メーカーに対し石油化学企業

は、商品をブランド化して売ることができる、価格が統一できる、品質保証が可能となる、

これまで以上に大量販売が行いやすくなる、といったメリットを示した。食品メーカーから

は、包装コストが上がる、また小売店からは、顧客が必要とする量に少し足す「上手な量り

方」が、できなくなるなどのデメリットが示された8。しかしメリットがデメリットに勝る

ことで、量り売り商品においても急速に高圧法ポリエチレンが使用されていった。 

 

図 2 当時発売されていたタケヤ味噌 



 

出典）タケヤ味噌百年史編集部編、277 より引用。 

 

 量り売り商品のなかでも味噌のフィルムの使用に目を向けると、1955 年頃から一部の販

売店で有名銘柄を使用した偽物が販売されており、また小売店は人手不足と人件費の増加、

他の食品に簡易包装使用されはじめ、袋詰め味噌のニーズが高まっていた。日本の主要な味

噌メーカーのひとつであるタケヤは、これらの問題の解決にすぐに乗り出した。具体的には、

1956 年より合成樹脂を用いたフィルムに味噌を詰める充填用の機械を発注した。味噌は半

固形で粘性があり、塩分を大量に含んでいることから、機械化には多くの困難が伴い、1 年

以上開発に時間がかかった。合成樹脂のフィルムの使用を開始した当初は、高圧法ポリエチ

レンだけでは直接包装に印刷することが困難であり、通気を抑える必要があったため、更に

塩化ビニルをかぶせ、二重に包装していた。1960 年 1 月に藤森工業が開発した新たなポリ

セロフィルムが、味噌の一重袋として十分な性能を有しており、以降このフィルムがタケヤ

では使用されることになった（タケヤ味噌百年史編集部編（1972）、261-263）9。 

このように日本の高度成長期には、これまで以上に様々な製品に包装が施されることと

なった。これは「包装革命」と呼ばれた。この「包装革命」の材料について、業界団体であ

る日本包装技術協会で理事を務めていた向野元生10は、従前は木・竹・ワラなどの天然材料

を使用した木箱・竹カゴ・タワラ・カマス・ムシロ・ナワなどが包装容器に、ロー紙・油紙・

ターポリン紙などの防水・防湿材料が用いられていたが、それらの天然素材が今日では大量

生産が可能かつ、品質管理の行き届いた、軽量でかさばりにくく、品質が安定したプラスチ

ックスや金属に置き換わっているとする。すなわち包装材料が変化することによって、食品

の長期保存やブランド化が可能となり、企業の経営的成長を強力に後押しした。向野は、こ

の包装革命は材料だけの革命ではなく、包装の機能・目的に対する見方の包装哲学の面、そ

して包装のサービスとコストの経済的評価の包装経済の面、それぞれ複合的革命であった

ことを指摘しているが11、いずれにしても、石油化学製品である高圧法ポリエチレンが「包

装革命」を主導した要因の一つであることは間違いない。 

2 中低圧法ポリエチレンについて 



(1) 中低圧法ポリエチレンの生産概要 

 1958 年 4 月に三井石油化学は、山口県（岩国）で中低圧法ポリエチレンの生産を開始し

た。国産化される以前から、市場が開拓されていた高圧法ポリエチレンとは異なり（石油化

学工業協会編（1971）、261）、中低圧法ポリエチレンは用途や物性が市場に認知されておら

ず、思うように需要が伸びなかった。 

 1958 年 10 月に日本ではフラフープブームが起こり、硬質で半透明な物性をもつ中低圧

法ポリエチレンの需要が一時的に拡大した。三井化学の社史には、フラフープブームによっ

て同社の中低圧法ポリエチレンに注文が殺到し、在庫が一掃されたことが記されている。し

かし続けて、結局 1 カ月程度でブームは終わり、再び製品は売れなくなり、在庫はだぶつ

き、販売は困難を極めたとある（三井石油化学工業（1978）、50-51）。1959 年 6 月に参入し

た昭和油化の社史には、同社はフラフープブームの後に参入したため三井石油化学以上の

困難があったことが記されている（昭和電工株式会社化学製品事業本部編（1981）、29）。 

 こうした厳しい状況に三井石油化学は、同社独自の加工技術を積み上げ、販売を担当した

三井化学の協力を得て問屋や加工業者と接触し意見を聞くなど、市場の開発に心血を注い

だ（三井石油化学工業（1978）、83）。また昭和油化は、中低圧法ポリエチレンが得意とする

加工分野が日本では未成熟との認識から、取扱商社と欧米各国を回り、中低圧法ポリエチレ

ンの販売状況、加工技術、加工機械などを調査した（昭和電工株式会社化学製品事業本部編

（1981）、29）。 

 上記の企業努力に加え、1962 年には日本で渇水問題が発生したためバケツの需要が急増

し、またゴミ容器の開発も進んだことから、1963 年には各中低圧法ポリエチレンメーカー

は設備のフル稼働を迫られることとなった（石油化学工業協会編（1971）、261）。昭和電工

の社史には、異常渇水を契機として中低圧法ポリエチレンの優位性が明らかとなり、木や金

属に代替していったこと、またゴミ容器は戸外の塵芥収集用として大々的なキャンペーン

が行われ、更に 1964 年に開催された東京オリンピックの際、東京都が都市をきれいにする

目的で採用したことから、一斉に普及したことが記されている（昭和電工株式会社化学製品

事業本部編（1981）、179）。 

これらバケツやゴミ容器は、中低圧法ポリエチレンを金型に射出する射出成形と呼ばれ

る加工法で作られる。高度成長期後半になると、射出成形品としてプラスチックコンテナー

の需要が伸び始めた（石油化学工業協会編（1971）、262）。三井石油化学のプラスチックコ

ンテナーは、3 年の開発期間を経て 1965 年にアサヒ飲料のバイヤリースに採用され、1966

年にはビール、ソフトドリンク、1967 年にはミカンの収穫用に採用された（三井石油化学

工業（1978）、113）。昭和電工のプラスチックコンテナーは、1964 年にハムやウイスキー用

に出荷されたことを皮切りに、1965 年にはミカン用、1967 年にビール用として使用が開始

された。また加工メーカーとの開発が進展したことから 1970 年頃からは、「各種清涼飲料

水、農産物、牛乳、パン菓子、部品工具」などより様々な製品に広がっていった（昭和電工

株式会社化学製品事業本部編（1981）、181）。 



 

表 2 中低圧法ポリエチレンの需要区分ごとの生産量と生産比率 

（単位：トン、カッコ内は％） 

  1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972 

フィルム 3863(16) 5664(16) 9103(16) 15253(20) 14903(18) 19244(16) 22124(14) 15864(8) 15417(6) 18752(5) 18690(4) 20055(4) 

加工紙 - - - - 71(0) 453(0) 573(0) - - - - - 

電線被覆 0(0) 20(0) 715(1) 556(1) 59(0) 98(0) 229(0) - - - - - 

射出成型 12449(52) 19062(53) 26052(46) 27969(37) 23968(30) 30666(26) 39215(25) 58067(29) 67800(24) 92528(25) 92860(22) 110375(24) 

中空成形 2407(10) 4064(11) - 9385(12) 11907(15) 20068(17) 24888(16) 31546(16) 43045(15) 49351(14) 52413(12) 63255(14) 

延伸テープ・ヤーン類 - - - - - - - 11967(6) 27014(10) 30095(8) 32056(8) 37982(8) 

パイプ 607(3) 447(1) 543(1) 846(1) 1341(2) 1649(1) 1971(1) 2615(1) 3184(1) 4473(1) 5035(1) 5752(1) 

繊維  3510(15) 4150(12) 8848(16) 16581(22) 18931(23) 22878(20) 33137(21) 27185(13) 30209(11) 36586(10) 34042(8) 32318(7) 

その他 361(2) 333(1) - 1506(2) 1148(1) 1679(1) 2269(1) 7526(4) 7949(3) 11749(3) 17299(4) 28338(6) 

ビン類その他 - - 11650(20) - - - - - - - - - 

シート 396(2) 622(2) - - - - - - - - - - 

輸出 459(2) 1629(5) - 3783(5) 8622(11) 20502(17) 32624(21) 46934(23) 83413(30) 120798(33) 168411(40) 165308(36) 

合計 24052 35991 56911 75879 80950 117237 157030 201704 278031 364332 420806 463383 

注）『化学工業統計年報』には 1973 年以降のデータは記されていなかった。 

出典）『化学工業統計年報』各年より作成。 

 

高度成長期における中低圧法ポリエチレンの需要区分ごとの生産量と生産比率は表 2 の

とおりである。輸出を除いた内需の統計区分のなかで、もっとも生産比率が高いのは、これ

までみてきた射出成形である。1961 年には全体のうち 52％を占め、1965 年には 30％、1972

年には 24％と低下しているものの、生産量自体は右肩上がりであった。射出成型に次ぐ統

計区分である中空成形は、金型に入れた樹脂に空気を入れる成型法で、液体洗剤やシャンプ

ーボトルなどの軽量容器として使用されたが、プラスチックコンテナーとしての需要もあ

った。これ以上の需要の内訳を明らかにすることは政府統計のレベルでは難しいが、いくつ

かの業界誌による記述を勘案すると、1960 年中頃までは射出成型品としては日用品・雑貨

品として、1970 年代にはプラスチックコンテナーとしての需要が中心であったと考えられ

る（工業調査会（1965）、300）12。 

本稿では、家庭用品の代表的製品であるゴミ容器と、高度成長期中頃に製品化が進んだに

もかかわらず著しい成長をとげたコンテナーに使用された中低圧法ポリエチレンの役割を

以下では分析したい。 

（2） 中低圧法ポリエチレン製ゴミ容器の普及過程 

 中低圧法ポリエチレン製のゴミ容器が日本で普及した大きな要因のひとつは、積水化学



の存在であった。1960 年 9 月から 11 月にわたり海外を視察した杉田専務（当時は常務）

は、ハワイの農園でプラスチックのゴミ容器を発見した。杉田はニューヨークのデパートで

もゴミ容器を再度発見、店員の逆さまにしてもゴミの汁がでることなく、フタをすれば臭い

も漏れないという説明をうけ購入し、日本に持ち帰った（町を清潔にする運動推進本部編

（1964）、137-139）。 

 このアメリカ土産は、1961 年の正月に東京都知事の知事室に持ち込まれた。当時東京都

知事を務めた東龍太郎は、厚生官僚や厚生省医務局長を歴任しており、年始の記者会見にお

いてもオリンピックまでに東京のゴミをきれいにしたいと述べていた。もともと東は東京

のきれいな街づくりを公約として掲げており、清掃事業は重点施策のひとつであった。また

選挙用のパンフレットには、最初のページに自身の経験から東京のゴミ処理の状況が海外

と比較して如何に悲惨なのかが記されている。このようにゴミ問題に強い関心をもってい

た東知事は、プラスチック製のゴミ容器に興味を示し、早速使用を検討することとした（町

を清潔にする運動推進本部編（1964）、139-141）。 

 1961 年 6 月に生産された、中低圧法ポリエチレン製のゴミ容器の試作品は、東京・品川

区の御殿山住宅街でテストされた。使用した主婦は「ニオイがもれない、ハエがわかない、

洗えるし、きれい」と評した。二か月後には五千戸あるすべての住宅が購入し、続いて赤坂、

日本橋、銀座と広がっていった（町を清潔にする運動推進本部編（1964）、139-142）。 

 1962 年 3 月より積水化学は、創立 15 周年を記念して「町を清掃にする運動」というキ

ャンペーンをスタートした。積水化学は『朝日新聞』や『週刊朝日』には「東京のごみをど

うする」、「すてるごみは袋に入れて」という広告を展開し、『日本経済新聞』に連載した「町

を清潔にする運動」の企業広告は、1963 年の日経広告賞の最高賞を受賞した。また「ゴミ

箱よさようなら」という映画を作成し、各地の公共団体に配布した（積水化学工業株式会社

編（1977）、45）。このキャンペーンは、同社の製品を世間が認知する一因となった。 

 こうした活動が功を奏し、プラスチック製のゴミ容器は東京にとどまらず、急速に地方の

主要都市部でも使用されるようになった（積水化学工業株式会社編（1977）、46）；町を清潔

にする運動推進本部編（1964）、139-142）。1963 年 8 月 10 日付の『朝日新聞』では、大阪

府守口市を事例に、従来の非衛生的なゴミ容器からポリエチレン製のゴミ容器に代わった

ことにより、守口市役所が、ハエがいなくなったことに喜んでいる声を伝えている13。 

 

図 3 ゴミ容器を運ぶ主婦と子供 



 

出典）町を清潔にする運動推進本部編（1964）、146 より引用。 

 

 プラスチック製のゴミ容器の普及を、消費者は好意的に受け止めた。従来生ごみは、鈴を

鳴らしてやってくる作業員が回収していた。積水化学のキャンペーンが開始された 1962 年

3 月から東京都は、同社製品を使用したロードパッカー（ごみ収集車）によるごみの定時収

集方式を採用した（積水化学工業株式会社編（1977）、45）。こうした取り組みに対し主婦

は、バケツを使用していた頃は腐敗臭がしていたが、蓋のできるプラスチック製のゴミ容器

を採用してからそれが気にならなくなったこと、乳児の授乳中であっても、鈴の音がなると

すぐに出なくてはならなかったが、定時収集になりその限りではなくなったこと、共働きの

家庭では、不定期に作業員が回収していた時はとなりの家庭にゴミ処理をお願いしていた

が、定時収集方式の採用後には容器を出しておくだけになったので、その必要がなくなった

ことなど（町を清潔にする運動推進本部編（1964）、148-149）を述べている。プラスチッ

ク製のゴミ容器がなかった時代は、バケツが使用されていたため衛生的な問題で外にゴミ

を置いておくことは困難であったと考えられる。プラスチック製のゴミ容器の普及は、ゴミ

の定時収集方式を可能とした大きな要因であった。 

プラスチック製のゴミ容器の採用は、消費者にとってだけでなく、回収する労働者も喜ば

せた。生ごみを回収する際、プラスチック製のゴミ容器の方がより衛生的になった。また可

燃ごみと不燃ごみは、それぞれの家の外に備え付けられた、木やコンクリートでできたゴミ

箱に入れられていた。これらは持ち運びが困難なため、木のカゴに移し替えてゴミ収集車に

運んでいたが、プラ容器になり直接車まで運べるようになったため、収集作業が能率的に行

えるようになった（町を清潔にする運動推進本部編（1964）、149-150、153-154）14。 

 以上みてきたように、市民生活におけるゴミ問題は少しずつ解決の見通しを得るように

なった。このことは「清掃革命」と呼ばれ、その革命には中低圧法ポリエチレンが寄与して

いた。 



（3） 中低圧法ポリエチレン製コンテナーの普及過程―ビール用コンテナーに着目して 

 上述のとおりプラスチックコンテナーは、1960 年中頃から普及することになる。コンテ

ナーは非常に広範に使用されており、果物や清涼飲料水、清酒など枚挙にいとまがないが、

本稿では差し当たり他のコンテナーと比較して早く普及したビール用コンテナーの普及過

程を見ていきたい。 

 1960 年頃より石油化学企業は、飲料業界にプラスチックコンテナーの売込みをかけてい

たものの、価格が高かったことやメリットが十分に認識されず、普及には至らなかった。し

かし石油化学企業の継続的な売込みによって、飲料業界は徐々にプラスチックコンテナー

のメリットを理解し始めた。従前の木箱の原料となる木材は枯渇傾向にあり、箱を作る職人

が減少していたため価格は高騰し、補修をしても平均 3 年程度しか使用できなかった。ま

た汚れを染みこみやすく、かつ重かった。一方プラスチックコンテナーは、価格は木箱より

高かったものの、耐久力や衛生性、軽量性などで優れていた15。 

 

図 4 ビール用プラスチックコンテナー 

 

出典）『プラスチックスコープ』、1966 年 8 月、27 より引用。 

 

日本のビール業界のなかでいち早くプラスチックコンテナーの導入を本格的に検討した

のは、キリンビールであった。1962 年頃からキリンは、欧米でのプラスチックケースの使

用実態などを調査しており、検討を重ねていた。キリンは 1965 年 12 月に神奈川県横浜、

川崎地区で 15 万個のプラスチックコンテナーの試験運用を開始、1966 年 5 月から更に 15

万個増やし、同地区の全数調査に踏み切った16。 

 プラスチックコンテナーに対する、ユーザーの小売店からの評判は上々であった。従来の

木箱は持ち手部分が外れてしまうことや、底が抜けてしまうなどのデメリットがあった。し

かしプラスチックだとその心配がなく、安心して配達できるとのことであった。もっとも否

定的な意見が全くなかったわけではなく、滑りやすいという意見や、木箱は 24 本入りであ



るのに対し、プラスチックコンテナーは 20 本入りで、多くの顧客は箱単位で注文するので、

売上が下がるなどの意見が寄せられた。しかしネガティブな意見は少数であり、全体として

は好評であった17。 

横浜、川崎地区での好評なプラスチックコンテナーの試験運用後にキリンビールは、1966

年 8 月にプラスチックコンテナーを合計 83 万個とし、神奈川県下にあるすべての小売店で

の採用に踏みきった18。 

 こうしたキリンビールの動きに対しサッポロビールは、「現段階では耐用年数もハッキリ

したことが不明だし、価格も 400 円台にならないと使えない。…いずれは採用することに

なるが、採用のメリットに明確な見通しがつかない限り動きようがない」と答えており、慎

重な姿勢を示している。他の競合他社も同様に、プラスチックコンテナーの使用には消極的

であった。特に価格について、1960 年中頃の木箱の値段は 120～130 円程度で、補修を施

しても 250～260 円程度であるのに対し、プラスチックコンテナーは 600 円程度であり、新

たにプラスチックコンテナーの輸送用のパレットや洗浄設備など様々に投資が必要となる

19、といった事情が存在した。 

 1967 年 3 月にキリンビールは、愛知県名古屋地区でもプラスチックコンテナーの使用を

開始し、その 3 か月後に小売店調査を実施したが、全体として非常に好評であった。前回の

横浜、川崎地区での調査において、一部のユーザーからプラスチック特有の滑りやすさが欠

点として挙げられたことを踏まえ、今回は「P 箱の滑りやすさは利点と思うか否か」という

質問が設けられた。その結果 70％が利点と思うと回答、むしろ荷扱いが容易になったとの

声もあり、プラスチックコンテナーの採用を疎外する大きな要因ではなかったことが明ら

かとなった20。 

キリンビールにおけるプラスチックコンテナーの成功は、競合他社を大きく刺激した。サ

ッポロビールは 1967年 6月に大阪府、名古屋地区で約 40万個を採用することを決定した。

またアサヒビールでも納入商社や材料、形式が決定され、1968 年よりプラスチックケース

が採用されることとなった21。 

1967 年末よりキリンビールでは東京都で 300 万個、次いで千葉県や埼玉県、大阪府など

でプラスチックコンテナーに切り替えていった。1968 年末でプラスチックコンテナーの比

率は全体の 59％となり、1969 年末には 89％を占めるまでになった。個数としては 1969 年

春には 1000 万に、1970 年 8 月には 2000 万に達した。またサッポロビールは、1967 年 4

月に大阪府、神奈川県、名古屋地区などで約 100 万個、東京都や千葉県などで約 100 万個

を、その後福岡県や宮崎県などに拡大し、200 万箱を切り替えた。同社のプラスチックコン

テナーの比率は 1969 年末で 70％、1969 年には 70％に達した。高度成長期も後半になる

と、各ビール会社は急速にプラスチックコンテナー切替えていった（シー・エム・シー（1970）、

131-132）22。 

 プラスチックコンテナーの普及は、高度成長期に発生した「流通革命」と密接に関係して

いたとみていいだろう。流通革命という言葉は林周二（1962）により人口に膾炙したが、戸



田（2015）によればその意味するところは文献によってまちまちだという。戸田によれば、

林は「消費革命」を念頭に、そして同時期に活躍した田島（1962）は定義のひとつとして

「大量生産と大量消費をつなぐ流通機構の革新」を挙げているという（戸田（2015）、20、

22）。すなわち高度成長期の旺盛な消費を満たす流通側の変革が「流通革命」であろう。本

節のプラスチックコンテナーの事例は、大量生産と大量消費との接続を、物理的な意味で容

易にしたという意味で重要であり、「流通革命」にも包括される現象であったと理解するこ

とができる。 

3 ポリスチレンについて 

（1） ポリスチレンの生産概要 

 日本でポリスチレンは、1951 年より輸入されており、雑貨のなかでも容器としての需要

が急増していた。こうした好況を背景に、1957 年 1 月に三菱モンサント、同年 2 月より旭

ダウが PS（一般用ポリスチレン）の生産を開始した23。ポリスチレンとは、いくつかの樹脂

を一纏めにした呼び名である。PS に SBR（スチレンブタジエンゴム）を配合して耐衝撃性

を高めた HIPS24については、1958 年 5 月に旭ダウ、1959 年 4 月に三菱モンサントが生産

を開始した。アクリロニトリルを共重合することで、PS と HIPS と比較して耐油性・耐薬

品性を高めた AS 樹脂について、1961 年 3 月より三菱モンサントが、1962 年 1 月より旭ダ

ウが生産を開始した。またアクリロニトリルとブタジエンを共重合することで、AS 樹脂の

性能に耐衝撃性を加えた ABS 樹脂については、1963 年 6 月に宇部サイコンが先陣を切り、

1964 年 3 月に旭ダウ、1966 年より三菱モンサントが生産を開始した（石油化学工業協会編

（1971）、265、日本経営史研究所編（2002）、292-293、382-383；三菱モンサント化成株式

会社総務部臨時社史編集室編（1982）、103-104、108-109、111、113-114）。両企業とも ABS

樹脂を除く各ポリスチレンの国産化が早く、業界のフロントランナー的存在であった。 

ポリスチレンのなかでも PS や HIPS は、国産開始後からラジオや電気釜、テレビや洗濯

機など家電製品への需要が急増した。もっとも万事順調だった訳ではなく、旭ダウでは電気

冷蔵庫のドアライナー用として HIPS を供給していたが、需要家の十分な満足を得られなか

ったため、光沢、伸び、耐衝撃性などを兼ね備えた新たなグレードを開発することで、1961

年 11 月に三洋電機に採択された（日本経営史研究所編（2002）、292；三菱モンサント化成

株式会社総務部臨時社史編集室編（1982）、108）。順調に見えた発展の裏には、このような

企業努力が存在した。 

 AS 樹脂については、国産化の 2 年前から三菱モンサントによって輸入がなされていたこ

とで、順調な滑り出しをきり、電力計カバーや扇風機の羽根（ファン）としての需要が伸び

たが、当初見込まれていたテレビの前面ガラスとしての部品には物性や外観で採用されず、

輸入品との競争が激化して価格が大きく低下した。他には、ジューサーやミキサーのケース、

冷蔵庫の野菜箱といった家電製品にも使用されたものの、AS 樹脂独自の需要が大きく伸び

たわけではなく、ABS 樹脂の原料として多くが使用された（日本経営史研究所編（2002）、

293、477；三菱モンサント化成株式会社総務部臨時社史編集室編（1982）、112）。 



ABS 樹脂について、三菱モンサントは国産化が開始される前の 1961 年末より輸入してい

る。着実に需要が伸びた ABS 樹脂は、自動車の内装部品や、テレビ、カセット、掃除機な

どの家電製品に使用された（日本経営史研究所編（2002）、477；三菱モンサント化成株式

会社総務部臨時社史編集室編（1982）、113）。 

 

 表 3 ポリスチレンの需要区分ごとの生産量と生産比率 

（単位：トン、カッコ内は％） 

  1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972 

成形材料合計 70012(71) 81607(66) 128435(66) 173620(62) 219400(59) 306629(59) 405176(61) 412032(60) 411452(52) 

 

電気・工業用 34583 35776 46150 58717 72819 92968 124873 121692 118132  

雑貨・その他 34002 42195 68617 95827 116438 154319 212584 220838 207999  

輸出 1427 3636 13668 19076 30143 59342 67719 69502 85321  

発泡用合計 15139(15) 19324(16) 27603(14) 40394(15) 55664(15) 79226(15) 83103(13) 85531(12) 97167(12) 

 

 

板状 9062 11300 14126 20538 26915 33630 29079 6931 10049  

型状 4885 6184 10981 17374 24544 36157 47157 27716 31119  

粒状 48 209 668 94 1053 884 1122 48472 53683  

ペーパー用 1134 1478 1788 2192 2935 8347 4974 1489 693  

輸出 10 153 40 196 217 208 771 923 1623  

AS 樹脂合計 9396(10) 10681(9) 13296(7) 20411(7) 24178(7) 33016(6) 36923(6) 41406(6) 57595(7) 

 

 

電気・工業用 6449 7527 9605 14130 15933 22613 22847 25366 31730  

雑貨・その他 2944 3152 3531 5849 7092 9216 12579 13839 21816  

輸出 3 2 160 432 1153 1187 1497 2201 4049  

ABS 樹脂合計 4197(4) 11789(10) 25525(13) 44078(16) 70611(19) 103595(20) 137998(21) 153089(22) 217604(28) 

 

 

射出成型 3401 8858 18541 34920 33506 51371 73000 92821 124021  

押出成形 250 743 1769 2061 3815 1848 3204 2929 3442  

ブレンド・その他 546 1158 1874 3246 26485 44158 52357 39577 46958  

輸出 - 1030 3341 3851 6805 6218 9437 17762 43183 
 

総計 98744 123401 194859 278503 369853 522466 663200 692058 783818  

注）『化学工業統計年報』には 1973 年以降のデータは記されていなかった。 

出典）『化学工業統計年報』各年より作成。 



 

表 3 は、ポリスチレンの需要区分ごとの生産量と生産比率である。同表からは、ポリスチ

レン全体の生産量なかでは、PS と HIPS が含まれる「成形材料」としての需要が非常に多

いことが確認できる。1964 年には全体のうち 71％を占めていた「成形材料」の比率は、1968

年には約 60％、1972 年には 52％となるが、生産量自体は右肩上がりであった。用途として

は「雑貨・その他」が多かったが、一方で「電気・工業用」の需要も根強かった。次に AS

樹脂に目を向けると、全体に占める生産比率は高くなく、1964 年で 10％、1966 年以降は

概ね 7％であり、「電気・工業用」の需要が大半を占めていた。ABS 樹脂の生産比率は、1964

年には全体のうち 4％であったが、1968 年には 19％、1972 年には 28％に上昇し、生産量

は急激に伸びた。政府統計には、ABS 樹脂は加工法別の区分しか記されていないが、上記

した社史や団体史の記述からは、家電製品としての需要が多かったものと推察される。 

 

図 5 高度成長期における三種の神器とカラーテレビの普及率 

（単位：％） 

 

注）消費者動向調査（内閣府：https://www.esri.cao.go.jp/jp/stat/shouhi/shouhi.html 参照：

2023 年 4 月 25 日）より作成。 

 

 ポリスチレンの需要は、雑貨用か家電用に大別することができるであろう。熱可塑性樹脂

が雑貨として使用されることは一般的であり、社史や団体史の記述を考慮するとポリスチ

レンの用途としての特徴は、家電製品に使用されたことだと考えることができる。図 5 は

日本の三種の神器として名高い白黒テレビ・洗濯機・冷蔵庫、そしてカラーテレビの普及率

である。1960 年の白黒テレビの普及率は 44.7%、1965 年には 90％に上昇したが、1968 年
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の 96.4％をピークに、1973 年には 65.4％に下落した。白黒テレビ取って代わったのがカラ

ーテレビであった。同製品の調査が開始される 1966 年の普及率は 0.3%であったが、1971

年には 42.3%まで上昇し、1973 年には 75.8%まで達した。電気冷蔵庫の普及率は、1960 年

には 10.1%、1965 年には 51.4%と日本国民の過半数が所有するようになり、1973 年には

94.7%となった。電気洗濯機の普及率は 1960 年に 40.6%、1965 年には 68.5%にまで上昇

し、1973 年には 97.5%とほとんどの国民が保持するに至った。本稿では、これらの製品に

使用されていたポリスチレンの部品の使用実態に着目することで、同樹脂が家電製品に与

えた影響を考察していきたい。 

（2） ポリスチレンの白黒テレビ、カラーテレビへの使用 

 以下ではテレビに使用されたポリスチレン部品を眺めていくが、部品名は広範に渡るの

で、適宜図 6 及び図 7 を参照されたい。 

 

図 6 東芝 19 インチカラーテレビ 

 

出典）『プラスチックスコープ』、1968 年 10 月、42 より引用。 

 

図 7 三菱 19 インチカラーテレビ 



 
出典）『プラスチックスコープ』、1970 年 2 月、31 より引用。 

 

 1953 年 2 月より NHK が日本でテレビの本放送を開始した。国産のテレビ受像機の生産

も同年より開始されたが、前年より普及していた輸入品と競合した。通商産業省は国産品を

育成するためテレビの輸入を禁止し、また企業努力により受像機の価格が低下したため、以

降需要は急増した。1960 年 9 月より NHK は、カラーテレビに対応した放送を開始した。

しかしながら、当初カラーテレビは思うように売れず、普及にはしばらく時間を要した。そ

の理由としては、価格が高かったこと、マイクロ網が十分に整備できておらず対応エリアが

限られていたこと、受像機の性能を高める必要があったことなどが挙げられる。これらの弱

点が年々解消されていき、高度成長期後半になると広く普及するようになった（電子機械工

業会編（1968）、16、20-21、62、75-76）。1970 年にカラーテレビは、家電製品全体に占め

る生産額の割合が 33.4%となり（平本厚（1994）、115）、家電のなかでも有力な製品のひと

つとなった。 

 そもそも家電メーカーは、どのような考えでポリスチレンを含むプラスチックをテレビ

の部品として採用するに至ったのであろうか。日本で合成樹脂が広く普及する前には、木

（合板）や鉄板がテレビに使用されてきた。1963 年 6 月の業界誌にて三洋電機の関係者は、

プラスチックは新しい素材であり合理化の余地が大きく存在するため価格の低下が大いに

見込まれ、木や鋼板と比較して加工が容易であると答えている25。当時のプラスチックは既

存材料と比較して価格が安かったわけではないが、価格の低下が見込まれ、性能的にも優れ

ていたため採用されたのであった。 

 高度成長期前半は、白黒テレビの需要がほとんどであった。テレビの種類は大きく分けて、

小型で持ち運びが可能なポータブル型と、大型の据置型に分けられていた。前者について、

ポリスチレンのなかでも HIPS は概ね、テレビのパネル、テレビの筐体であるキャビネッ

ト、ツマミ類として使用されていた。高度成長期中半頃には、大型の据置型の白黒テレビに



はほとんどプラスチックは使用されていなかったことが推察されるが26、それでもパネルに

はポリスチレンが使用されていた。 

1960 年も半ばに差し掛かり、テレビ販売の主軸は白黒からカラーに移り始めた。白黒テ

レビの需要の多くはポータブル型となり、大型の据置型の需要はカラーテレビが担うこと

となった。1960 年中頃になると、カラーテレビには数々のポリスチレンが用いられるよう

になった。1967 年 10 月に日立は、発泡ポリスチレンを使用した、スピーカーを保護するス

ピーカーグリルの使用を開始した。1965 年頃には塩化ビニルが使用されていたが、その後

ABS 樹脂も使用されるようになった。しかしこれらのグリルの裏側は空洞で、チープで弱々

しい印象を与えていた。代替した発泡ポリスチレンについて松下電器の関係者は「やわらか

い木目トーンが得られ、高級感と音に対してもソフトであるので、ことし（筆者注：1968

年）の初め頃からその質感を買ってグリルに採用する方針を固めた」と言及している27。 

次にテレビの脚に、発泡ポリスチレンが使用されるようになっていった。1970 年に早川

電機では、主力製品の脚に発泡ポリスチレンの使用を開始した。これまで早川電機は、脚の

素材として木を使用しており、脚がついた状態で出荷していたが、発泡ポリスチレンに代わ

ることで販売店が取り付けることになるため、輸送費と包装費の点でメリットを見出して

いた。競合他社は様子を見ている状況であったが、塗装費が木の方が高いことや、新たな低

発泡用の機械がメーカー出されることなど、明るい見通しが存在していた28。 

 カラーテレビに使用されるプラスチック部品の最終段階は、キャビネットだと考えられ

ていた。1968 年よりポータブル型のカラーテレビにはキャビネットは HI スチロールの木

目印刷が主流となっており、ポリスチレンが使われ始めていたが、コンソールタイプのもの

に関しては1970年に入ってもなされていなかった。キャビネットは装飾的要素が重視され、

低発泡の木目はぼやける傾向が強く、また木目の濃淡が出にくいところがあり、他にも様々

な技術的な問題があったが、それでも各社が目指した第一義的理由は、コストダウンにあっ

た。当時カラーテレビは高価であったが、キャビネットが樹脂に代替すれば大いに価格の低

下が見込めた29。その後の詳細な展開は分からないが、今日ではテレビのキャビネットに当

たり前にプラスチックが使用されていることから、この時期からプラスチックの使用が一

般化したものと考えられる。 

（3） ポリスチレンの電気冷蔵庫への使用 

 電気冷蔵庫に使用されていた部品は多岐に渡るので、適宜図 8、図 9 を参照されたい。 

 

図 8 松下電器 冷蔵庫（全内容積183ℓ） 



 

出典）『プラスチックスコープ』、1970 年 12 月、31 より引用。 

 

図 9 シャープ 冷蔵庫（全内容積141ℓ） 

 



出典）『プラスチックスコープ』、1970 年 12 月、32 より引用。 

 

 1930 年頃から、日本では GE を模した冷蔵庫の生産が開始されていた。しかしその後日

本が戦争への道を歩むことで、ぜいたく品とみなされた冷蔵庫は一時生産が中止されるこ

ととなった。終戦後、アメリカ総司令部が日本政府に宿舎の什器の製造するよう指示し、日

本の冷蔵庫は再び生産が開始されることとなった。当時の日本の製造技術は、米国と比較し

て 20 年程度遅れており、進駐軍からの納期の催促や厳しい検査など様々な苦労があったが、

日本の家電メーカーは 1945 年末には試作品を完成し、1946 年には 521 台を生産した。進

駐軍への冷蔵庫の供給は、1951 年まで続けられた。日本向けには、1948 年より生産が開始

された。1954 年頃から電気冷蔵庫市場は活況を帯び、家庭電器のなかで主力製品となって

いることが明らかになるにつれて、各製造業者は生産設備の新設や増設などを行なってい

った（日本電機工業会（1970）、308-310）。 

 従来ポリスチレンは、冷蔵庫のなかでも野菜箱、肉皿、卵棚やバターケースといった、食

品を収納するコンパートメントとして使用されていた。しかし 1964 年頃になると、冷蔵庫 

のドアの裏側に設置されているゴム製のシールであるドアライナーとしての使用も一般的

になった。もともとこれらの部品には、塩化ビニルや鋼板が使用されていたが、比重が軽い

のでコスト削減になる、耐薬品性、耐寒性、断熱性に優れているなど様々な理由により、メ

ーカーはポリスチレンに切替えていった30。1962 年後半のデータによれば、野菜箱には 300g

の樹脂が使用されているが、ドアライナーには 900g の塩化ビニルが使用されている31。ポ

リスチレンは、冷蔵庫におけるより大きな部品として使用され始めた。 

 高度成長期前半には、ポリスチレンは冷蔵庫の基本的な部品として使用されていたが、後

半になると冷蔵庫におけるイノベーションを促進した。1970 年より、各メーカーの冷蔵庫

に使用される断熱材が、ガラスを高温で溶かし繊維状にしたグラスウールから、硬質ポリウ

レタンフォームに変化した。グラスウールに比べて硬質ポリウレタンフォームは断熱効果

が高く、また厚さが半分程度で、冷蔵庫として使用可能な面積が増えるため、これまで以上

に高性能化することになった。硬質ポリウレタンフォームでの加工は、生産過程においてフ

レオンガスが発生し、一般的な樹脂がガスを受けるとすぐにクラックしてしまう。内箱と呼

ばれる、冷蔵庫本体の内部のプラスチックがガスの影響を受けることは避けられなかった。

断熱材にグラスウールが使用されていた時期には、より安価な塩化ビニルが使用されてい

た。このフレオン対策として、日本では ABS 樹脂、またはコーティングした HIPS が使用

されることになった32。 

 ABS 樹脂を採用した会社のなかでも松下電器は、HIPS との比較テストにおいて、ABS 樹

脂の方が傷に強く、耐摩耗性が高いといった理由をあげた。また、アメリカの冷蔵庫の内箱

が ASB 樹脂に変わっていることや、今後日本の冷蔵庫が大型化するにともない、油脂系食

品が多く収納される見込みがあり、耐油性という観点からも優れているといった理由もあ

った。一方三洋電機や三菱電機では、HIPS 製の内箱にフィルムを貼ってフレオンを防ぐ方



法がとられた。双方の技術系の社員は、ABS 樹脂の方が臭うことをデメリットとしてあげ

ていた。このように内箱に使用されるポリスチレンは、HIPS と ABS に二極化することと

なったが、いずれにしても冷蔵庫の断熱材としての効果を高め、高性能化を大きく下支えし

ていたのは、これらのポリスチレン樹脂であった33。 

（4） ポリスチレンの電気洗濯機への使用 

 電気洗濯機に使用されていた部品は多岐に渡るので、適宜図 10、図 11 を参照されたい。 

 

 図 10 三菱電機 電機洗濯機 

 

出典）『プラスチックスコープ』、1967 年 12 月、35 より引用。 

 

図 11 早川電機 電気洗濯機 



  

出典）『プラスチックスコープ』、1969 年 5 月、31 より引用。 

 

 1930 年より電気洗濯機の国産化が開始されたが、戦争により一時的に中断された。終戦

後に、電気冷蔵庫と同様進駐軍向けに生産が再開された。家事労働のなかで、もっとも時間

がかかるとされていた洗濯を、機械で代替する電気洗濯機の存在は、主婦を大きく魅了した。

1950 年から 1953 年頃までには、デパートの売り場に輸入品の洗濯機が並ぶようになって

いた。日本の家電メーカーは国産品を普及しようとしたが、国産品の価格は輸入品と比較し

て高く、思うように売れなかった。そこで家電メーカーは物品税を軽減するよう政府に働き

かけた結果、1951 年以来 20％の税金が課されていたが、1953 年 6 月より電気出力によっ

ては非課税扱いとなり、製品価格は大きく低下した。その後国産品の需要は大きく上昇し、

家電メーカーは増産した。こうした経緯により、電気洗濯機の生産は軌道に乗ることとなっ

た（日本電機工業会（1970）、312-315）。 

 電気洗濯機におけるプラスチックの使用は、他の家電と比べて遅れていた。三菱電機の社

員によれば、電気洗濯機は水に触れる機会が多いため、金属のように錆びる心配のないプラ

スチックの使用は望まれていたものの、他の家電と比較して大きな形状を加工しなければ

ならないため、高度な技術が必要とされていたという。従来ポリスチレンは、スイッチやタ

イマーなどの機能などが組み込まれたコントロール・ボックスとして使用されてきた34。 

それが1960年中頃になると、ポリスチレンは様々な部品として用いられるようになった。

まずコントロール・ボックスに付いているスイッチに、ABS 樹脂のメッキ製品が使用され

るようになった。東芝の係長は、「樹脂メッキのメタリック・トーンは魅力」と答えており、



見た目のよさを重視しての採用だと考えられる。そしてもうひとつは、電気洗濯機の上蓋で

ある。松下電器の主任は、洗濯機は水に近い家電のため、素材として耐食性や耐汚染性が優

れていなければならず、従来使用されてきた塗装鉄板やアルミ製品と比較して、値段の安定

性と加工性の面で徐々に使用されてきたことを指摘している。ここでいう加工性は、単に工

業的に加工しやすいという意味だけではない。富士電機の社員は、最近の洗濯機は四角くシ

ャープな形が増えてきていて、成型な容易な ABS 樹脂が使用しやすいことを指摘している。

日立では、当時発売された洗濯機の上蓋にブルーの模様を一面に貼り付けることで、「薄も

ののおしゃれ着も洗えるという商品イメージを強調するのがねらい」とすることを目的と

しており、実利的かつ装飾的な意味で ABS 樹脂が普及し始めたのだと理解できる35。 

 このようにポリスチレンは、徐々に電気洗濯機の部品として浸透してきたが、1960 年後

半になると一時的にではあるが、電気洗濯機の大きな障害を解決する部品として使用され

るようになる。当時は電気洗濯機の本体（ボディ）として鉄板に塗装したものが使用される

ことが多く、それぞれのメーカーが錆びない電気洗濯機の開発を目指していた。早川電機は

SL 合金（亜鉛鉄板）、三洋は ED 塗装、日立はアクリル塗装を行うなど、各社それぞれ独自

に錆対策を実施していた。1969 年 2 月に三菱電機は、本体（ボディ）が ABS 樹脂で構成さ

れた電機洗濯機の販売を開始した。三菱電機が消費者に対し行ったアンケート調査によれ

ば、錆の苦情が最も多かった。従来の素材では、洗濯機は浴室の近くなどで使用される場合

や、塩分が多い海岸地帯での使用において錆を避けることができなかった。錆の他にも、従

来の材料に比べてより軽量となること、また電気絶縁性が高いことなど、本体が ABS 樹脂

になる利点は数多く存在した。もっともデメリットがなかった訳ではなく、従来の素材に比

べて ABS 樹脂の方が高価であった。各メーカーは冷静に展開を見守っていたが、三菱の製

品は好評であった36。通商産業省が実施した 1972 年の合成樹脂の需要構造調査では、これ

まで以上に電気洗濯機に ABS 樹脂が用いられていることが述べられているが、その要因の

ひとつに洗濯機本体に使用されていることに言及している（通商産業省化学工業局（1976）、

200）。しかし最終的に、本体には価格の面などでポリプロピレンが広く普及することとな

った（大西正幸（2011）、179）37。もっとも ABS 樹脂の本体への使用が無意味だったわけ

ではなく、一時的にではあるが、電気洗濯機の根幹をなす製品にまで使用されるようになり、

性能の向上に大きく寄与した。 

おわりに 

本稿の分析の成果を、「はじめに」で設定した社会の変革性、西洋化という観点からまと

めてみたい。第一に、それぞれの合成樹脂の使用は、高度成長期日本で発生していた様々な

革命と強く結びついていた。高圧法ポリエチレンは、食品包装に多く使用されていた。天然

材料を使用した既存材料からの転換は、商品のブランド化や長期保存など様々なメリット

を消費者に与えた。この現象は「包装革命」と呼ばれていたが、高圧法ポリエチレンの存在

が前提にあった。中低圧法ポリエチレンは、高度成長期前半には多くが雑貨として使用され

ており、本稿ではゴミ容器の使用の実態を検討した。衛生的なゴミ容器の登場は、日本の市



民生活におけるゴミ問題を解決へと導き、生活者を大いに喜ばせた。これは「清掃革命」と

呼ばれた。また高度成長期後半に入ると、中低圧法ポリエチレンの需要はコンテナーが中心

となった。本稿でビール用コンテナーにおける使用の実態を検討した結果、小売店の従業者

にとって荷物の受け渡しや積み下ろしなどが容易となっていたことが明らかとなった。「流

通革命」の意味する範囲は広範に渡るが、消費者のニーズに対し迅速な対応を可能にしたと

いう意味において、中低圧法ポリエチレンは革命の一端を担っていた。最後にポリスチレン

は、家電製品の部品として多く使用されていた。本稿で三種の神器を事例に使用実態を検討

した結果、高度成長期後半にはそれぞれの家電製品で枢要な部品として使用されるに至り、

性能を向上させていたことが明らかとなった。高度成長期には「消費革命」が起こったが、

材料供給という観点からこの現象を下支えしていたといえる。以上みてきたように、石油由

来の合成樹脂の量的な拡大は、日本で生活する人々の幸福感や満足感を満たし、質的な生活

の向上に大きく結びついていた。 

 第二に、石油由来の合成樹脂の量的な拡大は、高度成長期日本社会における西洋化を大き

く進展させたものの、西洋での樹脂の使用実態とすべて同一ではなかった。それぞれの樹脂

は先んじて欧米で生産されており、キャッチアップを目的に技術導入をすることで、日本で

は生産が開始された。中低圧法ポリエチレンの場合は、ゴミ容器は積水化学の社長が欧米視

察中に発見したことがキッカケに日本で普及し、ビール用コンテナーも欧米での使用実態

をキリンは注視し日本で導入された。ポリスチレンの場合は、少なくとも高度成長期前半に

各家電に使用されていた基礎的な部品は、欧米が先行していたことは確認できる（W.C.テ

ィーチ、G.C.キースリング（1964）、98-103）。一方高圧法ポリエチレンの場合は、食品包

装に多くが使用されていたという事情から、ラーメンや味噌といった主に日本で食される

製品に使用されていた。このように欧米での製品での使用をなぞるだけでなく、日本的な製

品にも使用されることで石油由来の樹脂は発展を遂げたのであった。もっとも業界が、アメ

リカの食品包装に対する合成樹脂の使用を参考にしていたことは指摘しておきたい。 

 以上本稿が明らかにした点であるが、残された課題も少なくない。石油化学製品は合成樹

脂にとどまらず、合成繊維や溶剤など様々な製品へと変貌を遂げるため、本稿は多様な石油

化学製品の使用実態の一端を明らかにしたにすぎない。また石油由来の合成樹脂として、高

圧法ポリエチレン、中低圧法ポリエチレン、ポリスチレンの使用実態を検討してきたが、ポ

リプロピレンや塩化ビニルの使用実態に着目することで明らかになる側面もあろう。そし

て本稿で分析したそれぞれの製品についても、更に紙幅を割いて分析することもできよう。

これらについては今後の課題としたい。 
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